
　貸   借   対   照   表　
( 2023年 3月 31日現在 )

住石マテリアルズ株式会社

単位：百万円

金　　額 金　　額

 流 動 資 産 3,604  流 動 負 債 43

現 金 及 び 預 金 33 22

前 払 費 用 0 1

関 係会社短期貸付金 3,570 0

未 収 収 益 0 19

未 収 入 金 1 0

 固 定 資 産 7,027  固 定 負 債 611

  有形固定資産 4,666 14

建 物 16 67

構 築 物 0 301

土 地 4,650 229

654

  投資その他の資産 2,361

投 資 有 価 証 券 2,353

長 期 前 払 費 用 0  株　主　資　本 9,776

そ の 他 10 100

貸 倒 引 当 金 △ 2 3,363

3,363

6,313

25

6,288

6,288

202

436

△ 235

9,977

10,631 10,631

科            目 科            目

(資  産  の  部) （負  債  の  部)

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

長 期 未 払 金

長 期 預 り 金

繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債

　　負  債  合　計

(純　資　産  の  部)

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の他資本剰余金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の他利益剰余金

繰 越利益剰余金

 評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

　　純　資　産  合　計

資  　産　　合　　計 負債純資産合計



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準及び評価方法

有価証券

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（２）減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法及び定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっております。

（３）引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性を検討して回収

不能見込額を計上しております。

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

 　　グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。

　(追加情報）

グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用

　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税

　並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

　い」（実務対応報告第42号2021年８月12日。以下「実務対応報告第12号」という。）に従っております。また、実務対応　

　報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしておりま

　す。

（５）収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

当社は、ワンボ社からの受取配当金を売上高計上しており、当該取引は入金をもって収益を認識しております。

２．当期純損益金額

　　当期純利益 3,481百万円


